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食品衛生レビュー№73　●堺市のＯ157食中毒の和解とその教訓
堺市のＯ157食中毒　女児家族と和解
　5月16日の各新聞で、「堺市のＯ157食中毒　女児家族と和解」との記事がありました。内容は「堺市教育委員会が死亡した女児（当時小学1年生、7歳）の両親と、補償金7720万円を支払うことで、示談が成立したと発表した」でした。この事件はご承知のことと思いますが、1996年7月に大阪府堺市の学校給食で発生したカイワレが原因食品とされる腸管出血性大腸菌Ｏ157（以下Ｏ157）集団食中毒です。児童約8,000人が発症し、3人の児童が亡くなるという痛ましい食中毒でした。
　この記事を見て多くの人は、
　①何年前の食中毒か、1996年7月であるので19年前

　②補償金が高い

　③まぜ、堺市だけが責任を問われ、カイワレ生産者が問われないのか
　と感じたと思います。

　そこで③を中心に当時の行政の対応、背景、そして飲食店営業者の対策などを説明します。
Ｋ厚生大臣の記者会見

　発生直後にＫ厚生大臣が記者会見で、「カイワレとは断定できないが、その可能性も否定できない」「カイワレの根を切って、青インクが入った水に浸けて、上へ青く染まっているのを実演し、Ｏ157も導管を通って上がる」と説明しました。
　その後、カイワレの売り上げが激減したので、再度の記者会見で「カイワレをモリモリ食べて、安全だ」と安全を強調しました。

　１回目の記者会見で、カイワレの注意喚起は適切だったと思います。しかし問題は、学校給食の衛生管理について何も説明しなかったことです。その理由は、最終提供者が安全な食品を提供する責任が重いからです。
	アジなどの近海の魚類は、夏期は腸炎ビブリオに汚染されています。飲食店において、不十分な水洗いで捌いて刺身として提供すれば腸炎ビブリオ食中毒が発生します。この場合、飲食店が食品衛生法の処分を受けます。


「学校給食施設での洗浄が不十分の可能性あった」などを付け加えて説明する必要があったと考えます。
カイワレの洗浄

患者が多かった小学校では、カイワレを束のまま根を切らずに水洗いしていました。どうも根を切って水洗いすると折れて給食のトッピングの際に「見栄え悪い」と思ったようです。根を切ってから水洗いをした１小学校では食中毒患者が発生していません。根の部分にＯ157が生息していたものと考えます。カイワレの下に部位から、インクが導管を通り上昇することは考えられますが、分子量が大きい細菌は無理と考えます。また、細菌が葉の気孔に入ることは無理ですが、気孔の入り口に付着する可能性はあると思います。
カイワレ生産者、カイワレ生産組合が訴えた国家賠償請求裁判では、国が負けていますが、国が負けた一つの理由として、カイワレ生産者の出荷量の90％以上では事故などの食中毒が発生していまいとされています。

米国において発芽野菜でＯ157集団食中毒発生していた
堺のＯ157食中毒が発生する１、２年前に米国において、カイワレと同様な発芽野菜のアルファルファでＯ157食中毒が発生しています。堺市の使われたカイワレの種子の原産地は米国で、翌年3月に、関東から東海地方で散発的に発生したカイワレが原因と疑われたＯ157感染の種子も米国産で、ロット№が近似していて、患者から採取されたＯ157のＤＮＡパターンが一致したとされています。
発芽野菜は衛生的になったが
　現在、発芽野菜の種子の殺菌が徹底され、ほとんどの施設で衛生的に栽培されているので、事故の発生は少ないものと考えます。

　しかし、露地野菜は土壌がＯ157などの病原菌に汚染されて可能性があり、一見綺麗に見える水耕栽培においても、地下水を使用していれば汚染されている可能性があります。

「刻みネギ」と「浅漬け」
　2011年9月に、Ａ社が委託を受けていた関東を中心とした13の事業所給食施設で、病原性大腸菌Ｏ148による食中毒が発生し、患者数は500人を超えました。原因食品はめん類の薬味として使用された生の「刻みネギ」でした。この「刻みネギ」は、長野県内のＢ社が納入したもので、Ｂ社は「必ず殺菌効果のある工程を経て提供されると認識して納品した」とされ、企業名は公表されていません。
2012年8月に北海道札幌市の漬物製造業が製造した白菜の浅漬け」によって、8人が死亡したＯ157食中毒は、原材料の白菜が汚染されていて、洗浄殺菌不足が原因の一つとされています。
まとめ及び対策等
堺市のＯ157集団食中毒の原因は、カイワレがＯ157に汚染されていたが、大きな原因は調理の際に洗浄不足だったと考えます。

　飲食店において、野菜は病原菌に汚染されている可能性があると考え洗浄を徹底してください。野菜洗浄の専用場所（流し）を確保してください。できない場合には、洗浄の際に、飛沫が飛散しないように注意してください。カット野菜も汚染されている場合があります。加熱せずに提供する場合には、綺麗に見えても洗浄に心掛けてください。仕入先を訪ね注意喚起も有効と考えます。
　再確認ですが、食品衛生法では、最終的な提供者（人、企業）が安全な食品を提供する責任があります。
　事故を起こせば、補償金が7000万円にならなくても、一週間程度の休業（行政処分だけでなく、自主休業を含む）と、行政機関の公表による負の影響は数か月続く可能性があります。（笈川　和男）
